
（単位：千円）

環境森林部 山地治山事業（復旧治山事業）、森林整備事業、道整備交付金事業 1,661,643

農政水産部 土地改良事業、農地防災事業、水産基盤（漁港）整備事業 4,753,779

農村総合整備対策、農地防災事業 48,864

土地改良事業負担金 96,960

県土整備部
公共道路新設改良事業、公共道路維持事業、ダム施設整備事業、公共河川事業、公共砂防事業、公共急傾斜地崩
壊対策、公共港湾建設事業、公共海岸保全港湾事業、公共街路事業、公共都市公園事業、公共県営住宅建設事業

13,479,104

直轄道路事業負担金、直轄河川工事負担金、直轄砂防工事負担金、直轄高速自動車国道事業負担金 1,475,052

緊急輸送道路等防災対策事業
（熊本地震を受けて実施した道路法面の点検結果に基づき、緊急性の高い箇所の防災対策工事を実施）

440,000

公共都市災害復旧事業（台風16号により被災した平和台公園の園路の復旧） 12,000

21,967,402

補正予算額

合　　　　　　　　　　　　　　　計

【補助・交付金事業】1

2

4

【補助・交付金事業】

5

１　 一般会計

8

補正予算事業の概要事 　業 　名担当課　部　局　等　名

 (１) 公共

【県単公共事業】

【補助・交付金事業】3

7

【補助・交付金事業】

【直轄事業負担金】

【直轄事業負担金】6

【災害復旧事業】

平成２８年度１１月補正予算　事業一覧

 



総合政策部 文化文教課 熊本地震による被災者の経済的負担を軽減するため、県内の私立学校等に就学する生徒の授業料等を減免。 2,017

福祉保健部 福祉保健課 保護施設の防犯設備の設置を補助。 883

医療薬務課 医療施設の防火・防犯設備の設置を補助。 779,000

熊本地震により被災した県立延岡病院の災害復旧経費の補助。（国庫分） 9,409

障がい福祉課
マイナンバーシステム制度の施行に伴う身体障害者手帳システム、精神通院医療システム、精神保健福祉手帳シス
テム、特別児童扶養手当システムの総合運用テストを実施。

6,565

障害者施設等の防犯設備の設置等を補助。 123,000

在宅の障がい児・者等の生活実態とニーズを把握することを目的とした「生活のしづらさなどに関する調査」を実施。
（概ね５年ごと）

800

こども政策課 認定こども園等の防犯設備の設置を補助。 1,800

台風16号により被災した保育所の災害復旧経費を補助。 5,250

熊本地震による被災者の経済的負担を軽減するため、県内の私立幼稚園に就園する園児の保育料等を減免。 468

こども家庭課
全国の母子世帯、父子世帯、父母のいない児童のいる世帯の生活の実態を把握し、これらの母子世帯等に対する福
祉対策の充実を図るための基礎資料を得ることを目的として実施。（概ね５年ごと）

667

児童養護施設の防犯設備の設置を補助。 4,314

環境森林部 循環社会推進課 県内における高濃度ＰＣＢ廃棄物の早期処理を図るため、事業者の保管状況等を調査。 5,040

森林経営課 苗木供給の安定化を図るため、県採穂園を再整備。 13,150

森林経営課
山村・木材振興課

地域材の安定供給を通じた競争力強化を図るため、間伐や路網の整備、木材を生産・加工する高性能林業機械の導
入や木材加工流通施設の整備を支援。

1,515,595

商工観光労働
部

観光推進課 スポーツ合宿の観客を県内各地に周遊させる仕組みを構築するほか、スポーツ合宿の受入環境を充実。 42,000

産業振興課
卸売業者等からの取引相談と県内食品製造業者の情報をマッチングさせるための情報一元化システムを構築すると
ともに、食品表示専門の企業支援アドバイザーを育成。

20,000

 (2) 非公共

担当課

医療施設等災害復旧支援事業4

保護施設防犯対策強化事業

1 熊本地震被災生徒授業料等減免事業

補正予算事業の概要　部　局　等　名 補正予算額事 　業 　名

未来へつなぐ「みやざきの森林」若返り対策事業

合板・製材生産性強化総合対策事業

スポーツで稼ぐ「スポーツの聖地みやざき」推進事業
（地方創生加速化交付金活用事業）

食品製造業者販売力向上事業
（地方創生推進交付金活用事業）

全国在宅障がい児・者等実態調査事業

全国ひとり親世帯等調査事業

認定こども園施設整備交付金

保育所等災害復旧費補助事業

熊本地震被災児幼稚園就園支援事業

児童養護施設等防犯対策整備事業

3 医療施設スプリンクラー等整備事業

5

2

6

7

11

番号法施行に伴う総合運用テスト等

障がい福祉サービス事業所施設整備事業

8

9

10

14

15

12

16

17

ＰＣＢ廃棄物等残存確認調査事業13

 



担当課 補正予算事業の概要　部　局　等　名 補正予算額事 　業 　名

農政水産部 農政企画課 中山間地域等の担い手による高収益作物への転換やブランド化等の取組に対し、取組面積に応じた補助金を交付。 9,815

中山間地域における収益性の高い農産物の生産・販売等の取組計画策定を支援。 12,500

農業連携推進課 食関連産業の集積による地域経済の活性化と雇用の創出を図るため、農水産物の機能性解析拠点を構築。 55,000

農業経営支援課 農業大学校のフードビジネス専攻科新設に合わせ、教育・研修設備等を整備。 25,000

農業大学校と農業高校、先進的農業経営者、地域企業等が連携し、現地研修や新商品開発等を実施。 6,095

経営規模の拡大や経営多角化等に必要な農業機械等の導入経費を補助。 191,260

農産園芸課
産地の収益力向上のため、生産・出荷コスト削減や高収益な作付体系への転換等に必要なハウス整備等に要する
経費を補助。

1,690,292

輸出拠点施設となる集出荷貯蔵施設（かんしょ）の整備に要する経費を補助。 430,000

農村計画課 土地の所有者や地目、境界、面積を調査・測量し、地籍簿や地籍図を作成。 181,675

畜産振興課
地域の関係者と連携して生産性の向上や飼料増産体制の強化等に取り組む中心的な畜産農家の施設整備（畜舎、
堆肥舎等）に要する経費を補助。

2,074,772

ＥＵ輸出基準に対応した食肉処理施設の整備に要する経費を補助。 1,994,844

地頭鶏の増体性とおいしさを更に向上させるため、遺伝子解析技術を活用した品種改良の実証試験を実施。 1,535

環境森林部
農政水産部
県土整備部

台風16号等による海岸漂着物の回収・処理等。 70,662

9,273,408

合      　　　　計 31,240,810

経済対策分（国の第２次補正予算分） 30,539,620

（うち公共） 21,466,538

（うち非公共） 9,073,082

経済対策以外分 701,190

農畜産物輸出拡大施設整備事業

畜産試験費（産学官連携試験）

海岸漂着物等地域対策推進事業

経営体育成支援事業

農業大学校費
（地方創生推進交付金活用事業）

地籍調査事業

中山間地域等担い手収益力向上支援事業

合　　　　　　　　　　　　　　　計

畜産競争力強化整備事業

25

18

27

28

26

29

みやざき次世代農業総合研修拠点整備事業

産地パワーアップ計画支援事業
（施設整備・生産支援事業）

中山間地域所得向上支援事業

食農連携による経済好循環創造事業
（地方創生推進交付金活用事業）

21

産地パワーアップ計画支援事業
（ 農畜産物輸出拡大施設整備事業）

30

19

20

23

22

24

 



環境森林部 環境森林課 県が土地を借りて育成していた木を処分したことにより、得た収入の一部を土地所有者等に交付。 61,6751
【拡大造林事業特別会計】
拡大造林事業

　部　局　等　名 担当課 事 　業 　名 補正予算事業の概要 補正予算額

２　 特別会計

 


